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塩竈市復興推進計画 

平成２５年１０月１８日 

宮城県塩竈市 

１ 復興推進計画の区域 

塩竈市全域 

２ 計画の目標 

塩竈市は、古くから天然の良港に恵まれ、漁港や港湾を活用し「みなとまち」とし

て大きく発展してきた。発展の礎を担った基幹産業は水産業・水産加工業である。な

かでも市内事業所のうち最多数が従事する卸売・小売業において、水産物卸売業を主

とする農畜産物・水産物卸売業が卸売業の年間商品販売額総額の６６．７％を占めて

いる。 

しかし、東日本大震災の津波により、事業所の多くが沿岸地域に位置する水産業・

水産加工業は甚大な被害を受け、立て直しが急務となっている。塩竈市における死者・

災害関連死は６５名、被災家屋は１３，３３３件、被害額約は１，１００億円であり、

産業面では水産物卸売業と同等の規模を有する水産加工品生産高が５８億円を超える

減額となった。 

「塩竈市震災復興計画」において基本理念とする「長い間住み慣れた土地で、安心

した生活をいつまでも送れるよう」なまちづくりを目指すためには、水産業・水産加

工業の再生・復興を促進して地域経済の活性化を図ることが必要である。このため、

本市の中核的な産業を担う立地企業の設備投資等を支援することにより、水産業の強

化を通じて、地域経済の活性化を牽引し、市内産業の再生・復興を図るとともに雇用

を創出する。 

３ 計画の目標を達成するために推進しようとする取組の内容 

立地企業の体力強化を図ることによって地域経済の活力再生及び安定雇用の確

保を促進するため、本市の主力産業である水産物卸売業を含む卸売・小売業におけ

る年間商品販売額の約５０％を占める中核的な産業である飲食料品卸売業につい

て、立地企業の設備投資等を支援する。 
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４ 計画の区域において、実施し、又はその実施を促進しようとする復興推進事業の内

容及び実施主体に関する事項並びに復興推進事業ごとの特別の措置の内容 

「復興特区支援貸付事業」 

① 事業の内容 

当市に立地するカネヨ山野辺水産株式会社（以下「対象事業者」という。）

が冷蔵冷凍処理加工施設を整備するため、当施設の整備に必要な資金を貸し付

ける事業。 

② 貸付けの対象となる事業が計画の目標を達成する上で中核となるものである

ことの説明 

本市において、飲食料品卸売業は卸売・小売業の中で年間商品販売額が第一位

である中核的な産業である。その中で本事業は、飲食料品卸売業における年間商

品販売額の概ね６分の１を占める対象事業者が実施するものであり、また、当該

事業の投資の規模は、同業種の設備投資平均額を上回っている。 

以上のことから、当該冷蔵冷凍処理加工施設の整備を行うことは、地域の産業の

活性化に寄与するものであり、目標に掲げた「水産業の強化を通じて、地域経済の

活性化を牽引し、市内産業の再生・復興を図るとともに雇用を創出する」ために必

要かつ有効な事業である。 

③ 施行規則第２条に規定する該当事業 

施行規則第２条第６号 

④ 利子補給金の支給を受ける予定の金融機関名 

株式会社七十七銀行 

⑤ 特別の措置 

本事業を実施する者に対して必要な資金（３億円以上）を貸し付ける指定金

融機関への復興特区支援利子補給金の支給（法第４４条の規定に基づく措置） 

５ 当該計画の実施が当該計画の区域における復興の円滑かつ迅速な推進と当該計画

の区域の活力の再生に寄与するものである旨の説明 

東日本大震災により、本市の基幹産業である水産業・水産加工業の施設・設備が被

災し、魚市場の漁船受入能力や後背地の加工・冷凍冷蔵能力が低下し、本市の地域経

済に多大な影響があった。本市の経済の復興のために、これらの施設・設備の整備は

急務である。 

一方で、業務には多量の凍結、冷凍保管が必要であるため、現冷蔵庫施設の施設能

力を超えた凍結、冷凍保管は他地区の同業者へ委託している状況にある。水産業の復

興スピードの加速・雇用創出、更なる漁船誘致と輸出増加のためには、凍結・冷蔵冷
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凍保管能力を持ち、より付加価値が高い水産加工品を製造する、高度衛生管理型施設

の整備が必須である。 

当該施設の整備による効果として、漁船の誘致及び輸出増加に加え、地元の関連産

業の包装資材、荷役、運送、燃料の各業界の雇用創出と経済効果が期待できる。 

対象事業者は、塩竈市魚市場の水揚げ陸送部門で１０数年連続一位となる実績を有

しており、魚市場に水揚げされた原料の水産加工業者への安定供給、水産加工品の量

販店等向け供給、冷凍魚の輸出入等を通じて、漁船の塩竈港への水揚げを定着させ、

本市の水産業・水産加工業に大きな役割を果たしている。 

本事業の実施により、基幹産業である水産業・水産加工業の発展が見込まれ、地

域の活力が回復する。この効果は、塩竈市における復興の円滑かつ迅速な推進と活

力の再生に寄与するものである。 

６ その他 

本計画の策定に際し、法第４条第３項に基づき、宮城県の意見を聴取した。 

また、本市、株式会社七十七銀行、対象事業者を構成員とする塩竈市復興推進計

画地域協議会（地域協議会）において、法第４条第６項に基づく協議を行った。 


